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新潟市亀田駅前地域交流センター及び 

亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場指定管理業務基準書 

第１ 新潟市亀田駅前地域交流センター及び亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場管   

  理運営の基本方針                                    

 新潟市亀田駅前地域交流センター（以下「交流センター」という。）は，市民相互の交流

及び地域活動の振興を支援し，市民の生活及び文化の向上並びに地域の発展に資するため

に設置しています。また，亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場（以下「駐輪場」と

いう。）は，自転車及び原動機付自転車の駐車難の緩和と放置の防止を図り，もって市民の

利便に資するとともに道路交通の円滑化に寄与することを目的として交流センター内に設

置しています。 

交流センター及び駐輪場は，JR 亀田駅に直結するかたちで平成１９年４月に設置され，

これまで地元及び周辺自治会，市民団体，企業などに利用されてきました。令和元年度交

流センターは，約１３，７００人の利用者がありました。また，レンタサイクル貸出は約

２，５００台の利用がありました。 

今後，単なる施設の提供のみならず，多様化する市民ニーズに答えるサービスの向上を

図ることにより，より多くの市民が多目的に利用できる場として交流センター等が活用さ

れることを目指す必要があります。 

そこで，交流センター及び駐輪場の管理運営においては，全ての市民に安全で平等な施

設運営を行うことはもとより，立地環境・ニーズ等を踏まえつつ，コスト削減・市民サー

ビスの向上を図り，市民の生活及び文化の向上並びに地域の発展に資する施設運営や自主

事業を展開することを基本方針とします。 

また，この基本方針に沿って指定管理者の創意工夫に基づいた取り組みが行われ，利用

促進が図られることを期待します。 

第２ 対象施設の概要等                        

１ 名 称   新潟市亀田駅前地域交流センター 

（亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場） 

２ 所在地   新潟市江南区東船場１丁目１番２２号 

３ 施設・設備の内容 

（１）敷地面積       ２，０２９㎡ 

（２）施設概要 

構  造     鉄骨造３階建て 

建築面積        ９０７㎡ 

延床面積      ２，６９９㎡ 
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施設内容 

新潟市亀田駅前地域交流セ

ンター 

ギャラリー   １３４㎡ 

多目的ルーム  １４５㎡ 

会議室      ４３㎡ 

和室１      ３０㎡（１５畳） 

和室２      ２５㎡（１２．５畳）

管理人室（３階） 

管理人室（１階） 

駐車場      ２０台 

亀田駅前地域交流センター

自転車等駐車場 

１階      ６７５㎡ 

（自転車約５００台，ミニバイク３０台） 

２階      ７６５㎡ 

（自転車約７００台） 

 ※ 他に１階に亀田駅前交番，３階に亀田行政サービスコーナーがあり指定管理業務か

らは除きますが，それぞれの光熱水費支払いと自動ドア保守点検業務は含みます。 

第３ 主な運営の条件                               

施設の運営にあたっての主な運営の条件は，次のとおりとする。 

（１）施設・設備等の適切な維持管理 

（２）利用者の平等な利用の確保 

（３）利用者の意見の反映 

（４）個人情報の保護 

（５）施設管理経費の縮減 

（６）利用率の向上 

（７）関係法令等の遵守と交流センター及び駐輪場の利用者の安全確保 

第４ 施設の運営に関する業務基準                          

１ 基本事項 

【新潟市亀田駅前地域交流センター】 

（１）開館時間 

   午前９時から午後１０時までとする。 

ただし，市長が特に必要があると認める場合は，臨時に変更することができる。 

（２）休館日は次に掲げるとおりとする。 

ア 毎月第２火曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日に当たる場合は，その翌日） 
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イ １２月２９日から翌日１月３日まで 

ただし，市長が特に必要があると認める場合は，臨時に変更することができる。 

なお，亀田行政サービスコーナーは毎月第２火曜日は開館する。ただし，その日が国

民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たる場合は，

休館。 

（３）施設の貸出等 

 指定管理者は，施設の貸出しについて，施設を利用しようとする者から予約，取止

及び変更の受付を行うこと。 

ア 受付開始日 

     施設利用の受付開始日は，利用開始日の２月前の日が属する月の初日からとす

る。 

イ 利用の許可 

  指定管理者は，次のいずれかに該当する場合は，利用許可をしないこと。また，

許可を取り消すこと。 

（ア）公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあると認められるとき。 

（イ）施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。 

   ウ 業務日誌等により利用状況を把握し，毎月報告書を提出すること。 

   エ 施設等の貸出時及び終了時には，職員が立ち会うこと。 

   ※ 新潟市が主催する事業については最優先とし，指定管理者は積極的に本市事業

に協力しなければならない。 

（４）施設の損傷及び滅失の届出 

指定管理者は，利用者が施設等を損傷し，又は滅失したときは，直ちにその旨を市

に届け出ること。 

（５）利用にかかる料金と徴収 

施設の使用料金は，条例により下記のとおり規定する（市からの徴収委託分）。ただ

し，指定管理者が自主的に利用者にサービス・提供するものについては，指定管理者

は市の承認を得て，利用にかかる必要な料金を設定し，徴収することができる。 

なお，指定管理者は，徴収した全ての利用にかかる料金について，市からの徴収委

託分と指定管理者が行う自主的サービス・提供分（自主事業分）とに区分し，帳簿を

作成し，収入を整理すること。 
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〔参考〕 

条例別表（第１０条関係） 

 施設の使用料（単位：円） 

施設名 

使用料の額 

午前 9 時から正

午まで 

午後 1 時から午

後 5 時まで 

午後 6 時から午

後 10 時まで 

ギャラリー 1,200 1,600 1,600

多目的ルーム 2,700 3,600 3,600

会議室 900 1,200 1,200

和室１ 600 800 800

和室２ 600 800 800

（６）使用料の徴収委託事務 

指定管理者は，市から委託された使用料の徴収事務について，新潟市亀田駅前地域

交流センター条例施行規則（以下「施行規則」という。）により収納業務を行うこと。 

なお，使用料の徴収委託業務にかかる経費については，市は指定管理業務と併せて

指定管理料として支払うので，収支予算書の作成にあたっては，業務経費として積算

すること。 

ア 使用料 

（ア）使用料は，条例別表に定める額とする。また，指定管理者はこの使用料を変更

することはできない。 

（イ）指定管理者は，交流センターの使用料を利用者から徴収し，指定金融機関等に

納入しなければならない。 

（ウ） 使用料は市の収入になる。 

（エ）使用料は，施行規則により徴収し，徴収した使用料については必要な帳簿を作

成出納責任者が管理しなければならない。 

  イ 使用料の免除 

 ① 市が主催する事業に利用する場合

② その他特に市長が必要と認める場合

また，使用料の還付が必要な場合は，市から申請者の指定口座へ直接振込みを行

いますので，還付申請書を受付し，市へ提出願います。
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（７）受付業務

  原則として午前９時から午後１０時までを利用申請書や問い合わせ等の受付時間と

する。 

 ア 施設を利用する場合は，利用者に対し利用許可書を発行し，利用の際に確認を

すること。 

   イ 施設見学の希望がある場合は適切な対応を行うとともに，必要な情報提供を行

い，利用の促進を図ること。 

（８） 日報，帳票類の作成 

指定管理者は，日報，各種帳票類を作成し，施設運営及び利用者数を記録し，市に

報告すること。 

（９）交流センター休館日に伴う亀田行政サービスコーナー職員への鍵の受け渡し

毎月休館日前日（前日が祝日の場合は，休館日に一番近い平日）に亀田行政サー

ビスコーナー職員へ鍵（３階管理人室入口，機械警備システム開始・解除カード，

シャッターキー）を預け，休館日翌日（翌日が祝日の場合，休館日から一番早い平

日）に鍵を受け取る。

【亀田駅前交流センター自転車等駐車場】 

（１）利用時間 

午前５時から午前０時３０分までとする。 

ただし，市長が特に必要があると認める場合は，臨時に変更することができる。 

（２）休館日 

無休とする。 

（３）施設の損傷及び滅失の届出 

指定管理者は，利用者が施設等を損傷し，又は滅失したときは，直ちにその旨を市

に届け出ること。 

（４）自転車等の整理 

駐輪場内の自転車等の駐輪整理や駐輪方法の案内を行うこと。また，相当期間放置

されている自転車等の整理を行う。 

２ 広報と各種情報の提供 

交流センター及び駐輪場の利用促進を図るため，施設案内パンフレット等，必要な媒

体の作成，積極的かつ効果的な PRや情報提供を行うこと。 
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その際，施設内や案内パンフレット等に，指定管理者により管理・運営されている施

設であることを表示すること。 

３ その他業務 

（１）レンタサイクル業務

   交流センター開館日の午前９時から午後９時までの間，無料で自転車の貸し出し及

び自転車の保守を行う。（参考：令和２年８月現在２０台）

（２）東西自由通路東側多機能トイレ非常警報監視業務

交流センター内の多機能トイレ非常警報監視と同様に東西自由通路東側多機能トイ

レの非常警報監視を行う。

なお，警報が鳴った際インターホンで安否を確認し，現場に駆けつけること。

（３）急病・緊急時の対応業務 

 ア 交流センター及び駐輪場の利用者等の急な病気，けが等に対応できるよう，近隣の

医療機関等と連携し，緊急時には的確な対応を行うこと。 

   不測の事態に対応できるよう，救急薬品を備えつけておくこと。 

 イ 指定管理者は，災害等緊急時の利用者の避難，誘導，安全確保等及び必要な通報等

についての対応計画を作成し，緊急事態の発生時には的確に対応すること。また，災

害時の緊急事態が発生した場合には，市にその旨を連絡すること。 

※ 緊急時対策・防犯・防災対策について，マニュアルを作成し，職員に指導を行うこ

と。 

（４）遺失物・拾得物の処理・保管業務 

   施設内で遺失物・拾得物を発見した場合は，拾得物保管票を作成し，保管・処理す

る。 

   現金や鍵など重要と考えられるものは警察に届け出ること。 

（５）業務担当者の確保 

 ア 業務担当者の人数 

施設運営に支障をきたすことがないよう，最低限，次の職員を確保すること。また，

職員は必要に応じ，当該施設において業務を行うこと。 

①施設の管理運営 １人 

②受付職員 １人 

③市との連絡調整責任者 １人 
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イ 有資格者等 

防火管理者の資格を有している者を配置すること。 

第５ 施設の維持管理に関する業務の基準                       

１ 建築物保守管理業務 

  指定管理者は，施設を適切に管理運営するために，日常的に点検を行い，仕上げ材等

の浮き，ひび割れ，はがれ，かび等が発生しない状態を維持し，かつ美観を維持するこ

と。 

  また，指定管理者は，施設を安全かつ安心して利用できるように，施設の保全に務め

ること。 

２ 設備機器管理業務 

  指定管理者は，施設設備の機能を維持するとともに，施設利用者が快適に施設を利用

できる良質な環境を提供すること。 

  業務にあたっては，確実性，安全性及び経済性に配慮するとともに，正常に機能しな

いことが明らかになった場合には適切な方法により対応するとともに，市に報告するこ

と。 

（１）報告・連絡・調整義務 

 ア 管理報告書の作成 

   設備運転日誌，設備点検結果記録表等の報告書を作成し，保存すること。 

 イ 関係官公庁等への諸届 

   資格者の選解任届書，法定点検業務の結果報告書等 

（２）設備保全業務 

 ア 手入れ 

   各設備機器に対して周期的な消耗品の取替え及び粉塵等の除去・清掃を行い美観の

維持に努める。 

 イ 応急処置 

   設備機器等に異常を発見し，応急処置をする必要があるときは，その波及被害を防

止するため，常備する工具類等を用いて処置する。 

 ウ 修理業務 

   日常業務に支障をきたさない程度の部品交換等を行うこと。 

（３）日常点検業務 

各設備の日常の機器運転管理，点検，整備を行うこと。また，点検及び正常に機能

しない際の対応について，適切に記録を残すこと。 
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（４）定期点検・整備業務 

建築設備に対して建築基準法に基づく法定点検（建築設備定期点検）を実施するこ

と。また，初期性能・機能保持のため，定期的に運転中の機械を停止し，機器動作試

験などを行うこと。その際に，必要な消耗品の更新についても，指定管理者の負担に

より随時行うこと。 

また，点検及び正常に機能しない際の対応について，適切に記録を残すこと。 

（５）立会い業務 

各種法令等に基づいて行われる官公庁立ち入り検査，及び専門業者の作業に対して

立ち会うこと。 

３ 清掃業務 

   指定管理者は，本施設及び敷地内について，良好な環境衛生，美観の維持に心がけ，施

設としての安全かつ快適な空間を保つために，日常及び定期的な清掃を実施すること。 

（１）日常清掃 

指定管理者は，管理区域にかかる箇所について日常的に清掃を行い，施設，備品等

が正常な状態に保たれるようにすること。清掃回数などの条件は，指定管理者が利用

頻度に応じて，適切に設定すること。特に，便所等の水周りについては，衛生等につ

いて留意すること。また，消耗品は常に補充された状態にすること。 

（２）指定管理者は，管理区域において日常清掃では実施しにくい箇所の清掃等を確実に

おこなうため，必要に応じて定期清掃を実施すること。 

４ 備品管理業務 

（１）備品の管理 

指定管理者は，利用者が使用する備品については，日常的に点検し，不都合により

事故が起きないよう管理すること。また，不具合の生じた備品の更新については，原

則として指定管理者の負担とする。なお，指定管理料で購入した備品は，市に属する

ものとし，それ以外に指定管理者が管理に必要として調達した備品は，指定管理者に

属するものとする。 

（２）備品台帳 

備品の管理にあたっては，市の基準に準じて指定管理者は備品台帳を作成し，確実

に行うこと（廃棄の場合も同じ）。備品台帳に記載する事項は，品名，規格，金額（単

価），数量，購入年月日等を必ず含むこと。 

なお，備品とは，比較的長期間にわたって，その性質，形状等を変えることなく使

用に耐えるもので，３０，０００円以上（消費税込み購入価格）の物品をいう。 
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５ 保安警備 

  指定管理者は，本施設内及び敷地内の防犯，防火及び防災に万全を期し，定期巡回を

行うなど利用者が安心して利用できる環境の確保を行うこと。また，機械警備などによ

り２４時間にわたり設備及び施設全体について犯罪・災害等の未然防止に努めること。 

（１）緊急時の業務 

火災・盗難等の事故の発生またはそのおそれがある場合は，警察，消防に通報連絡

を行うとともに被害を最小限に食い止め，非常事態に適合した迅速かつ正確な緊急処

置を講じること。 

（２）盗難等への対応業務 

事故の発生状況を把握し，警察への通報を行うとともに速やかに市に事故報告を行

うこと。 

６ 管理用カメラの運用 

管理用カメラの運用については、新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり条例第２

７条第１項の規定に基づき人権を侵害することのないよう管理をすること。 

７ 外構・植栽管理業務 

  指定管理者は駐車場をはじめ敷地内における施設の外構の清掃及び地面，施設付属物

等の維持管理を行うこと。また，下記に示すような敷地内の植栽の管理（落ち葉清掃,除

草・草刈，樹木管理）を行うこと。 

（１）植栽，散水，施肥，害虫駆除，剪定，除草，草刈を計画的に行い，適切な緑樹の状

態を維持すること。 

（２）業務の実施にあたっては施設の利用に影響のないように実施すること。 

８ 環境衛生管理業務 

  指定管理者は，施設利用者が快適に施設を利用できる良質な環境を提供するため，常

に本施設内及び敷地内の適切な環境衛生の維持に努めること。業務にあたっては，建物

の使用目的，使用内容等を充分に把握するとともに，「建築物における衛生的環境の確保

に関する法律」等の関係法規に準じた管理をすること。 

第６ 自主事業にかかる業務の基準                          

指定管理者は，自主事業として下記の業務を実施することができますが，事前に市と

協議し，承諾を得て行ってください。業務内容により，「新潟市財産条例」に基づき行

政財産使用許可が必要になります。この場合，必要に応じ市が使用料を徴収します。

自主事業に係る収支は，指定管理者の収入となるが，指定管理業務とは会計を分けて
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管理し，実施状況及び収支結果は市へ報告すること。

（１）市民のための教室等の実施

  指定管理者は，自らの企画･内容により施設内において，施設の設置目的に適合す

る教室等の業務を実施することができますが，その実施に要する費用は，全額指定管

理者の負担とする。

ただし，教室等の実施にかかる施設使用料は指定管理者の負担とし，本市の歳入と

する。

（２）自動販売機の設置

  利益の一部を施設の運営に充て，指定管理料を削減する場合に限り自主事業として

設置することができる。

ただし，自動販売機に係る電気料等（光熱水費実費）については，指定管理料に算

入しているため，市へ納付すること。

また，電気使用量を把握するための専用子メーターの設置を義務付ける。

第７ その他業務の基準                               

１ 事業計画書の作成 

  指定管理者は，毎年度当初に事業計画を作成し，市に提出すること。 

  また，市が指定する日までに次年度事業計画書(案)を作成し，提出すること。作成に

あたっては，市と調整を図ること。 

２ 事業報告書の作成 

  指定管理者は，事業報告書を作成すること。事業報告書は，期末月の翌月末までに市

へ提出すること。事業報告書に記載する内容は以下の通りとし，書式は，市と指定管理

者で協議の上，定める。 

<月次事業報告書> 

ア 利用実績(利用者数，利用団体数，各種収支，自主事業参加者，利用料金収入等) 

イ 管理業務報告書 

<年間事業報告書> 

ア 利用実績(利用者数，利用団体数，各種収支，自主事業参加者，利用料金収入等) 

イ 管理業務報告書 

ウ 利用状況分析報告書 

エ 収支決算書等 

オ 自己評価 

３ 利用者アンケートの実施 

指定管理者は，利用者の意見や要望を把握し，施設運営に反映させること等を目的に，
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利用者アンケートを実施する。アンケート結果は，施設内に掲示するとともに，市に報

告することとする。 

４ 自己評価の実施 

指定管理者は，協定書及び業務仕様書に定められた業務ついて，日報や月報に記録す

るなど，施設管理業務や自主事業の実施状況，施設の利用状況，苦情や要望の件数，収

支状況等を把握し，自ら分析・評価を行う。自己評価の実施により，管理運営の見直し

や業務の改善を行うこととする。 

５ 調査及び監査 

  市は，地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により，指定管理者の管理する施設

の適正を期するため，必要があると認めるときは，指定管理者に対して，当該管理の業

務又は，経理の状況に関し報告を求め，実地について調査し，又は必要な指示をするこ

とができる。また，地方自治法施行令第１５８条の規定による徴収事務の委託を行うた

め,公金の取扱いについて同令１５８条第４項により検査を行うことができる。 

６ 市が実施する事業への協力 

  指定管理者は，必要な範囲において市が実施する業務に協力すること。 

第８ その他                                    

１ 関係機関との連絡調整業務 

  指定管理者は，市が出席を要請した会議等には出席をすること。 

２ 指定管理者業務の引継ぎ 

（１）事務の引継ぎ 

指定管理者は，管理運営に必要な各種書類，各種データ，懸案事項等を次の指定管

理者へ遅滞なく引き継ぐこと。 

（２）指定期間終了の引継ぎ時における施設の状態について 

指定管理者は，本施設の指定管理業務の終了時に，継続して使用することに支障の

ない状態で次の指定管理者へ引き継ぐこと。 

また，指定管理者が市の承諾を得て機能向上を行った箇所については，市と協議す

る。 

３ その他留意事項 

（１）関係法令の遵守 
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指定管理者は，本施設の指定管理業務にあたっては，関係法令等を遵守すること。 

（２）関係官公署の指導 

指定管理者は，本施設の指定管理業務にあたり，関係官公署の指導等に従うこと。 

監督，測定，検査，調査その他の活動によって改善・変更を要すると認められた事

項については，具体的にその内容を明らかにした文書を作成し，その都度，市と協議

のうえ対応する。 

（３）秘密を守る義務と個人情報の保護 

 ア 秘密を守る義務 

   指定管理者は，業務遂行上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

   また，その職を退いた後も同様とする。 

イ 個人情報の保護 

  指定管理者は，業務遂行上知り得た個人情報を取り扱う場合については，漏洩，滅

失，または毀損の防止等，個人情報の適切な管理のために必要な処置を講ずること。 

   また，その職を退いた後も同様とする。 

（４）保険への加入 

指定管理者は，指定期間中に必要と考えられる保険に加入すること。 

※ 本基準書を新潟市亀田駅前地域交流センター及び亀田駅前地域交流センター自転車等

駐車場指定管理者の応募目的以外に使用してはならない。 
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施 設 名

管 理 者 名 指 定 期 間 ～

担 当 課

所 在 地

根 拠 法 令

設 置 条 例

敷地面積　約２，０２９㎡、建築面積　約９０７㎡、延床面積　約２，６９０㎡
建物構造　鉄骨造３階建
主な施設　１　階　自転車等駐車場（自転車　約５００台、ミニバイク３０台）

　　亀田駅前交番
　　　　　２　階　自転車等駐車場（自転車　約７００台）
　　　　　３　階　ギャラリー（約１３４㎡）、多目的ルーム（約１４５㎡）

　　会議室（約４３㎡）、和室１（１５畳）、和室２（１２．５畳）
　　亀田行政サービスコーナー

　　　　　駐車場　１９台（うち障害者用１台）
ただし、亀田駅前交番及び亀田行政サービスコーナーは指定管理を除く。

施 設 設 置 目 的

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

　市民相互の交流及び地域活動の振興を支援し、市民の生活及び文化の向上並びに地域の発展に資
するため亀田駅前地域交流センターを設置し、自転車等の放置の防止を図り、市民の利便に資する
ため、亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場を設置する。

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】（案）

新潟市亀田駅前地域交流センター条例、新潟市自転車等駐車場条例(関連条例)

新潟市亀田駅前地域交流センター及び亀田駅前地域交流センター自転車等駐車場

令和3年4月1日 令和8年3月31日

新潟市江南区東船場１－１－２２

江南区建設課

施 設 概 要

（１）新潟市亀田駅前地域交流センター条例に基づき、市民相互の交流及び地域活動の振興を支援し、市民の
生活及び文化の向上並びに地域の発展に資する管理運営を行う。

（２）新潟市自転車等駐車場条例に基づき自転車及び原動機付き自転車の放置の防止を図り、市民の利便に資
する管理運営を行う。

（３）公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、住民サービスの向上や平等利用を確保する
こと。

（４）利用者の意見及び要望を管理者運営に反映させること。
（５）利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。
（６）新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について
守秘義務を遵守すること。

（７）効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。
（８）法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。
（９）指定管理者制度を理解し、実施すること。
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視 点 評価
※

人 材

評価コメント
※

基準利用率の達成

財 務

業 務

市 民 各種サービス別満足度

設置目的に合致したサー
ビス提供

苦情・要望に対する対応

設置目的に合致した自主事
業を4件以上実施

苦情・要望には1週間以内に
回答

事件・事故発生時の対応
の適切さ

区役所、関係機関へ即日報
告

全体利用率26.0％以上

職員研修を年1回以上実施

接客サービスの苦情0件

利用者数年間15,000人以上

評価項目 評価指標 実績

基準利用者数の達成

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

配置人員のミッションの理
解度とスキルの習得度

使用料収入を前年度以上の
歳入額

業務仕様書に定める事項の
遵守

業務仕様書に定める事項
の遵守

市の歳入の増加

指定管理者記載欄（アピールしたい事項・未達成項目への改善策等）

【評価基準】
Ａ：要求水準（評価指標）を達成し、かつその達成度・内容が優れている
Ｂ：要求水準（評価指標）が達成されている
Ｃ：要求水準（評価指標）が達成されていない

※評価について、「A」を付ける場合は「優れている点」を、「C」を付ける場合は「達成されていない点」を、「評価コメ
ント」欄に明記してください。（評価指標が達成されているだけなら「B評価」で、その達成度や内容が優れていな
ければ「A評価」とはなりませんので、ご注意ください。）


